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第１編 総 則 

 

第１章 計画の方針 

 

第１節 目的 

 

この計画は、災害対策基本法第４２条の規定に基づき、和木町防災会議が作成する地域防災計

画のうち、町内における地震災害（以下「震災」という。）に係る災害予防、災害応急対策及び

復旧・復興に関し、町、県、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関、公共的団体、

防災上重要な施設の管理者等（以下「防災関係機関」という。）及び町民が処理すべき事務及び

業務の大綱を定め、防災活動の総合的かつ計画的な推進を図り、防災関係機関、町民が、その有

する全機能を有効に発揮する事により、かけがえのない町の地域並びに町民の生命、身体及び財

産を災害から保護し、被害を最小限に軽減し、社会秩序の維持と公共の福祉の確保に資すること

を目的とする。 

 

第２節 計画の性格 

 

１ この計画は、国の防災基本計画及び山口県地域防災計画に基づき、町の地域における地震防

災対策に関して、総合的かつ基本的性格を有するものである。従って、他の計画等で定める防

災に関する部分は、この計画と矛盾し、又は抵触するものであってはならない。 

なお、石油コンビナート等災害防止法に基づく和木町内の石油コンビナート等特別防災区

域については、山口県石油コンビナート等防災計画及び岩国・大竹地区石油コンビナート等

防災計画に定めるところによる。 

２ この計画は、災害対策基本法第４２条の規定に基づき、毎年検討を加え、必要があると認め

られるときはこれを補完し修正する。 

３ この計画は、防災関係機関がそれぞれの立場において実施責任を有するものであり、防災関

係機関は平素から研究、訓練を行うなどしてこの計画の習熟に努めるとともに、住民に対して

この計画の周知を図り、計画の効果的な運用ができるように努めるものとする。 

４ 計画の具体的実施にあたっては、防災関係機関が相互に連携を保ち、総合的な効果が発揮で

きるように努めるものとする。 

５ 計画の用語 

この計画における用語の意義は、次の通りとする。 

（１）災対法  災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号） 

（２）救助法  災害救助法（昭和２２年法律第１１８号） 

（３）激甚法  激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律 

（昭和３７年法律第１５０号） 

（４）町  和木町 

（５）消防組合  岩国地区消防組合 

（６）県  山口県 

（７）指定行政機関・指定地方行政機関・指定公共機関・指定地方公共機関  災対法第２条第

３号～第６号の規定によるそれぞれの機関 

（８）県防災計画  山口県地域防災計画 

（９）町防災計画  和木町地域防災計画 

（10） 防災業務計画  指定行政機関の長及び指定公共機関の長が防災基本計画に基づき作成

する防災に関する計画 

 

第３節 防災に関する組織及び実施責任 

 

本編第１編第１章第４節「防災に関する組織及び実施責任」を準用する。 

 



１－１－２ 

 

第４節 防災関係機関の処理すべき業務の大綱及び町民・事業所のとるべき措置 

 

本編第１編第１章第５節「防災関係機関の処理すべき業務の大綱及び町民・事業所のとるべき

措置」を準用する。 

 

第５節 地震防災緊急事業５箇年計画 

 

地震防災対策特別措置法の施行に従い、都道府県は、社会的条件、自然条件等を総合的に勘案

して、地震により著しい被害が生ずるおそれがあると認められる地区について、地域防災計画に

定められた事項のうち、地震防災上緊急に整備すべき施設等に関して、平成８年度を初年度する

地震防災緊急事業５箇年計画を作成することができることとなった。 

これを受け、県は、平成８年度に地震防災緊急事業５箇年計画を、平成１３年度に第２次地震

防災緊急事業５箇年計画を作成し整備を進めてきたが、今後も更に地震防災対策を推進するため、

平成２３年度を初年度とする第４次地震防災緊急事業５箇年計画を作成し、次の方針に基づき特

に緊急を要する施設等の整備を重点的に行うものとする。 

１ 対象地区は、想定地震等を勘案し、全県とする。 

２ 計画対象事業は、国の基準に基づき、市町の意向を取り入れながら事業の選定、具体化を図

っていく。 

 

第６節 地震防災戦略 

 

 東南海・南海地震等大規模地震は、想定される被害が甚大かつ深刻であるため、発生までの間

に、国、地方公共団体、関係機関、住民等が、様々な対策によって被害軽減を図ることが肝要で

ある。このため、県及び関係市町は、国が策定した、被害想定をもとに人的被害、経済被害の軽

減について達成時期を含めた具体的な被害軽減量を示す数値目標である減災目標、減災目標の達

成に必要となる各事項の達成すべき数値目標等を定める具体目標等から構成される地震防災戦

略を踏まえた地域目標の策定に努めるものとする。 

また、地震防災戦略が対象とする東南海・南海地震等大規模地震以外の地震についても、県及

び市町は、地域の特性を踏まえた被害想定を実施し、それに基づく減災目標を策定し、国の協力

のもと、関係機関、住民等と一体となって、効果的かつ効率的な地震対策の推進に努めるものと

する。 
 


